
平 成 2 9 年 度 守 口 市 一 般 会 計 予 算

平成29年度守口市の一般会計の予算は､次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ65,570,000 千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法（昭和22年法律第 67号）第 214条の規定により債務を負担する行為をすることができる

事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。

（地方債）

第３条 地方自治法第230 条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、

利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。

（一時借入金）

第４条 地方自治法第235 条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、6,000,000 千円と定める。

（歳出予算の流用）

第５条 地方自治法第220 条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができ

る場合は、次のとおりと定める。



（１） 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生

じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

平成29年２月21日提出

守口市長 西 端 勝 樹



第１表　歳入歳出予算

歳        入 (単位：千円)

款 項

 1 市税 ２１，６６８，９７５

 1 市民税 ８，５７５，６８０

 2 固定資産税 ９，２５２，８３７

 3 軽自動車税 １３９，１３８

 4 市たばこ税 １，０９１，０００

 5 事業所税 ７４０，５００

 6 都市計画税 １，８６９，８２０

 2 地方譲与税 ２０２，０００

 1 地方揮発油譲与税 ６０，０００

 2 自動車重量譲与税 １４２，０００

 3 利子割交付金 ３３，０００

 1 利子割交付金 ３３，０００

 4 配当割交付金 １４１，０００

 1 配当割交付金 １４１，０００

 5 株式等譲渡所得割交付金 ３８６，０００

 1 株式等譲渡所得割交付金 ３８６，０００

 6 地方消費税交付金 ２，７００，０００

 1 地方消費税交付金 ２，７００，０００

 7 自動車取得税交付金 ６７，５０１

 1 自動車取得税交付金 ６７，５０１

 8 地方特例交付金 １０２，５００

 1 地方特例交付金 １０２，５００

 9 地方交付税 ６，９１７，０００

 1 地方交付税 ６，９１７，０００

10 交通安全対策特別交付金 ２１，０００

 1 交通安全対策特別交付金 ２１，０００

金 額



(単位：千円)

款 項

11 分担金及び負担金 １，２２２，１１５

 1 負担金 １，２２２，１１５

12 使用料及び手数料 ８１８，４７３

 1 使用料 ５８１，７９７

 2 手数料 ２３６，６７６

13 国庫支出金 １６，５９８，２４１

 1 国庫負担金 １４，２７５，９２７

 2 国庫補助金 ２，２７６，５３６

 3 委託金 ４５，７７８

14 府支出金 ４，２９１，９３５

 1 府負担金 ３，２３５，８７５

 2 府補助金 ８５６，０２３

 3 委託金 ２００，０３７

15 財産収入 １，４７１，３１７

 1 財産運用収入 １１０，９２５

 2 財産売払収入 １，３６０，３９２

16 寄附金 ６０，０００

 1 寄附金 ６０，０００

17 繰入金 ２７７，４９５

 1 繰入金 ２７７，４９５

18 繰越金 １

 1 繰越金 １

金 額



(単位：千円)

款 項

19 諸収入 ６２６，３４７

 1 延滞金及び過料 ６２，０００

 2 市預金利子 ５８０

 3 貸付金元利収入 １１，９０２

 4 収益事業収入 ２５，７５３

5 雑入 ５２６，１１２

20 市債 ７，９６５，１００

 1 市債 ７，９６５，１００

６５，５７０，０００

金 額

歳 入 合 計



歳        出 (単位：千円)

款 項

 1 議会費 ４００，２６９

 1 議会費 ４００，２６９

 2 総務費 ５，１９２，３６７

 1 総務管理費 ４，３２１，９５４

 2 徴税費 ４３３，７３１

 3 戸籍住民基本台帳費 ３２７，７１９

 4 選挙費 ４８，６１１

 5 統計調査費 ２５，７２２

 6 監査委員費 ３４，６３０

 3 民生費 ３５，１２７，５３４

 1 社会福祉費 １２，４４６，９３２

 2 児童福祉費 １１，４８９，４６８

 3 生活保護費 １１，１９０，５００

 4 災害救助費 ６３４

 4 衛生費 ３，９７７，６８７

 1 保健衛生費 ２，３５０，０７７

 2 清掃費 １，６０５，４１６

 3 上水道費 ２２，１９４

 5 産業費 １０３，２７９

 1 農業費 ３０，１７９

 2 商工費 ７３，１００

 6 土木費 ４，９５３，７４８

 1 土木管理費 ４８６，４１６

 2 道路橋りょう費 ６１３，３０９

 3 都市計画費 ３，８０５，７２０

 4 住宅費 ４８，３０３

金 額



(単位：千円)

款 項

 7 消防費 ２，０４４，５４１

 1 消防費 ２，０４４，５４１

 8 教育費 ７，５０５，３８７

 1 教育総務費 １，３５４，１７０

 2 小学校費 ５，４３７，０７３

 3 中学校費 ３９２，９１１

 4 幼稚園費 ３０９，３９２

 5 社会教育費 １１，８４１

 9 災害復旧費 １

 1 災害復旧費 １

10 公債費 ６，２３５，１８７

 1 公債費 ６，２３５，１８７

11 予備費 ３０，０００

 1 予備費 ３０，０００

６５，５７０，０００

金 額

歳 出 合 計



 第２表　債務負担行為

事　　　　　　　　　　項 期　　　　　間 限　　　度　　　額

議 会 公 用 車 運 行 管 理 業 務 委 託 事 業 平成32年度まで 13,696 千円

特 定 計 量 器 定 期 検 査 業 務 委 託 事 業 平成30年度まで 3,885 千円

大 阪 府 自 治 体 情 報 セ キ ュ リ テ ィ ク ラ ウ ド 導 入 事 業 平成38年度まで 42,737 千円

例 規 シ ス テ ム 管 理 運 営 事 業 平成34年度まで 17,146 千円

(仮称)東部エリア地域コミュニティ拠点施設建設工事監理業務委託事業 平成30年度まで 17,480 千円

登 記 情 報 シ ス テ ム 借 上 事 業 平成33年度まで 32,340 千円

電 子 計 算 機 及 び 事 務 機 器 等 借 上 事 業 平成34年度まで 223,499 千円

清 掃 ・ 警 備 業 務 委 託 事 業 平成34年度まで 400,201 千円

認 定 こ ど も 園 給 食 調 理 業 務 等 委 託 事 業 平成31年度まで 79,552 千円

送 迎 用 バ ス 借 上 事 業 平成34年度まで 59,767 千円

特 定 健 康 診 査 用 医 療 機 器 等 借 上 事 業 平成34年度まで 39,242 千円



事　　　　　　　　　　項 期　　　　　間 限　　　度　　　額

焼 却 残 渣 運 搬 業 務 委 託 事 業 平成30年度まで 18,200 千円

ご み 処 理 施 設 包 括 運 営 業 務 委 託 事 業 平成31年度まで 590,856 千円

集 積 ご み 用 特 殊 車 両 借 上 事 業 平成34年度まで 5,180 千円

再 資 源 化 選 別 業 務 委 託 事 業 平成30年度まで 62,000 千円

コ ミ ュ ニ テ ィ バ ス 運 行 事 業 平成32年度まで 94,335 千円

緑 ・ 花 啓 発 推 進 事 業 平成34年度まで 1,250 千円

文 書 等 連 絡 業 務 委 託 事 業 平成34年度まで 45,492 千円

学 校 校 務 業 務 委 託 事 業 平成34年度まで 530,700 千円

学 校 給 食 調 理 業 務 委 託 事 業 平成32年度まで 272,552 千円



 第３表　地方債

起債の 資金
方  法 区分

千円 ％以内 年以内 年以内

地域コミュニティ拠点施設整備事業費債 277,000 7.0 20 3

認 定 こ ど も 園 整 備 助 成 事 業 費 債 29,800 20 3

認 定 こ ど も 園 整 備 事 業 費 債 718,400 20 3

上 水 道 事 業 出 資 債 19,900 30 5

街 路 築 造 事 業 費 債 329,300 20 3

公 園 築 造 事 業 費 債 571,600 20 3

道 路 整 備 事 業 費 債 108,700 20 3

都 市 下 排 水 路 整 備 事 業 費 債 10,700 10 2

防 災 設 備 整 備 事 業 費 債 5,000 15 1

義 務 教 育 施 設 整 備 事 業 費 債 2,550,900 25 3

公 共 施 設 等 除 却 特 例 債 147,300 10 1

臨 時 財 政 対 策 債 2,452,200 20 3
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　市財政その他の都合によ
り、償還期間及び据置期間を
短縮し、もしくは繰上償還を
し、又は借換えることができ
るものとし、借入先の融通条
件があるときは、これに従う
ことができる。
　なお、借入先の都合その他
により起債前借又は翌年度に
繰越して借入れることができ
る。


